
令和２年３月１１日 
会 員 各 位 

岐 阜 県 行 政 書 士 会  

業 務 部 長 鈴 木  泰 広 

国際部会長 入 谷  桃 世 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関する在留諸申請における取扱いについて 

 

 平素より、業務部国際部会の事業運営に格別のご理解並びにご協力を賜り、厚く御礼

を申し上げます。 

さて、法務省のホームページに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための

窓口混雑緩和対策や帰国困難者の取扱いについて掲載されています。詳細は、下記のリ

ンク先及び添付資料をご確認ください。 

今後、状況に応じて取り扱いが変化するものと考えられますので、みなさまで随時最

新の情報をご確認の上、業務にご活用くださいますようお願い申し上げます。 

 

 

（１） 法務省：新型コロナウイルス感染症に関する情報について 

 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html 

 

（２） 添付資料 

 

・ 帰国困難者及び在留資格認定証明書交付申請の取扱い 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための窓口混雑緩和対策について 

・ 日本語教育機関における新型コロナウイルス感染症への対応について 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴う在留資格認定証明書の有効期

間について 

 

以上 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html


新型コロナウイルス感染症の拡大等を受けた在留諸申請の取扱いについて
Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

新型コロナウイルス感染症の影響により，帰国便の確保や本国国内の住居地への帰宅が困難であると認められる者に対して，原則とし

て以下のとおり措置する。

① 「短期滞在」で在留中の者

⇒ 「短期滞在（３０日）」の在留期間更新を許可する。

② 「技能実習」又は「特定活動（外国人建設就労者又は外国人造船就労者）」で在留中の者であって，従前と同一の受入機関及び業務で

就労を希望するもの。

⇒ 「特定活動（３０日・就労可）」 への在留資格変更を許可する。

③ その他の在留資格で在留中の者（上記②の者であって，就労を希望しないものを含む。）

⇒ 「短期滞在（３０日）」への在留資格変更を許可する。

新型コロナウイルス感染症に関する上陸制限措置対象者に対する在留資格認定証明書交付申請について，原則として以下のとおり措

置する。

① 既に在留資格認定証明書交付申請を行っている場合

⇒ 審査を保留する。

② 申請中の案件について，活動開始時期の変更希望が示された場合

⇒ 受入機関作成の理由書のみを提出させて審査する。

③ 再入国出国中に在留期限を経過した者など，改めて在留資格認定証明書交付申請が行われた場合

⇒ 申請書及び受入機関作成の理由書のみを提出させて審査する。

〇 帰国困難者に対する在留諸申請の取扱い

〇 在留資格認定証明書交付申請の取扱い



   令和 2 年 2 月２８日 

出 入 国 在 留 管 理 庁  

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための窓口混

雑緩和対策について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う諸情勢に鑑み，新型

コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から，在留申

請窓口の混雑緩和対策として，３月中に在留期間の満了日（注）

を迎える在留外国人（在留資格「短期滞在」及び「特定活動（出

国準備期間）」で在留する外国人を除く。）からの在留資格変

更許可申請及び在留期間更新許可申請等については，当該外国

人の在留期間満了日から１か月後まで受け付けます。 

 

（注）本邦で出生した方など３月中に在留資格の取得申請をしなければ

ならない方を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 



「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための窓口混雑緩和対策」

に関するＱ＆Ａ 

 

                              令和２年２月２８日  

                                              出入国在留管理庁  

 

Ｑ： なぜこのような取扱いを行うのですか。 

Ａ： 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う諸情勢に鑑み，新型コロナ

ウイルス感染症の拡大を防止する観点から，地方出入国在留管理局に

おける在留申請窓口の混雑緩和を図るためのものです。 

 

Ｑ： いつからこの取扱いがはじまるのですか。 

Ａ： ３月２日（月曜日）から実施します。 

 

Ｑ： 地方局の窓口の混雑状況はどのくらいですか。 

Ａ： その日の窓口の混雑状況については，各出入国在留管理局の Twitter

公式アカウントでも確認ができますが，申請者が非常に多いため，長

時間にわたる待ち時間が発生することがあります。 
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日本語教育機関における新型コロナウイルス感染症への対応について

問１ 発熱等の症状が見られる生徒等が欠席する場合，日本語教育機関の告

示基準上どのような取扱いとなるか。

（答）

仮に生徒等が発熱等を理由として欠席する場合，当該事情による欠席は，

日本語教育機関の告示基準第１条第１項第３７号，同項第３９号に記載する

「疾病その他のやむを得ない事由」に該当します。

問２ 新型コロナウイルスの感染を防止するため，臨時休業としたいが問題

ないか。

（答）

休業とする場合には，その補充のための授業開講など，可能な限りで休業

期間を補うための措置を講じる必要がありますが，仮に当該措置を講じた上

で，告示基準に定める規定（第１条第１項第６号ホ等）を満たさないことと

なっても，直ちに告示基準不適合とみなされるものではありません。

問３ 中国から帰国した生徒について，出席停止措置を執りたいが問題ない

か。

（答）

文部科学省が発出した令和２年２月１３日付け事務連絡に準じた対応をお

願いします（同事務連絡は更新等されることがあります。）。

https://www.mext.go.jp/content/20200214-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf
出席停止措置を講じた場合の出欠の取扱いについては，問１を御参照くだ

さい。

なお，出席停止措置を講じた生徒の学習に著しい遅れが生じるような場合

には，可能な限り，その補充のための措置を講じるなどの配慮を願います。

問４ 感染防止対策として，オンラインで授業を行うこととしたいが問題

ないか。

（答）

日本語教育機関が感染症の蔓延の場とならないよう学校運営上の対策を

講じる目的などの観点から，必要な範囲内において，当初は予定していな

かったオンラインによる授業を行うこととした場合，当該オンラインによ
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る授業をもって，直ちに告示基準等に適合しないとみなされるものではあ

りません。

つまり，感染症の蔓延防止のため，必要な範囲内において，当該オンラ

インによる授業を教育課程の一部とみなすことが可能です。

なお，オンラインによる授業は，緊急的な措置として必要最小限で認め

られるものです。

※ この取扱いの変更等があれば，法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou
/20200131comment.html）で御案内しますので，御確認ください。



   令 和 2 年 ３ 月 10 日 

出 入 国 在 留 管 理 庁  

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴う 

在 留 資 格 認 定 証 明 書 の 有 効 期 間 に つ い て 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う諸情勢に鑑み，通常

は「３か月間」有効な在留資格認定証明書を，当面の間，「６

か月間」有効なものとして取り扱うこととしました。 

この取扱いにより，６か月以内の在留資格認定証明書は，査

証（ビザ）の発給申請（注）や上陸申請の際に御使用いただける

こととなります。  

 

 

（注）査証（ビザ）の発給申請は在外公館で行っていただく必要があり

ます。 

交付後３か月以上経過した在留資格認定証明書を使用される場合

は，在外公館での査証（ビザ）発給申請時，受入れ機関等が「引き

続き，在留資格認定証明書交付申請時の活動内容どおりの受入れが

可能である」ことを記載した文書を提出いただく必要があります。 


